
2014年3月31日

要請文「道州制推進基本法の早期制定を求める」について

本日、関西経済連合会（会長：森 詳介・関西電力(株)会長）は、日本経済団体連合会、

日本商工会議所、経済同友会および北海道・東北・中部・中国・四国・九州の各経済連合会

との連名で、要請文「道州制推進基本法の早期制定を求める」を取りまとめ、本日付けで自

由民主党の全国会議員などに郵送建議を行いましたので、お知らせいたします。

本要請文全文は添付のとおりです。（本紙含めて２枚）

以  上

関西経済連合会 企画広報部 高橋・川本・鍵田
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道州制推進基本法の早期制定を求める

2014 年３月 31 日

一般社団法人 日本経済団体連合会

日 本 商 工 会 議 所

公益社団法人 経 済 同 友 会

公益社団法人 関 西 経 済 連 合 会

北 海 道 経 済 連 合 会

一般社団法人 東 北 経 済 連 合 会

一般社団法人 中 部 経 済 連 合 会

中 国 経 済 連 合 会

四 国 経 済 連 合 会

一般社団法人 九 州 経 済 連 合 会

少子高齢・人口減少社会の到来、激化するグローバル競争の中、

わが国は競争力を強化し、将来にわたり成長を実現していかなけれ

ばならない。

そのためには、各地域がそれぞれの持ち味を活かしたより機動的

な地域経営を自らの権限と責任で行う道を拓くとともに、都道府県

の枠を超えた広域的な地域づくりにより、その力を最大限発揮でき

る新たな国の形―道州制を実現する必要がある。

道州制推進基本法を速やかに成立させることは、新しい時代にふ

さわしい国の統治構造の創造に向けて、国民の合意と協力を得るた

めの極めて重要なステップであり、第 46 回衆議院選挙、第 23 回参

議院選挙等における与野党の公約でもある。

我々経済界は、2014 年通常国会における道州制推進基本法の成

立と道州制の一日も早い実現を強く求めるとともに、国民的な議論

の喚起や機運醸成等を通じて最大限協力する。

以 上


